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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第176期 第177期 第178期 第179期 第180期

決算年月 平成15年12月平成16年12月平成17年12月平成18年12月平成19年12月

売上高
(百万
円)

11,891 11,590 10,985 11,117 10,768

経常利益又は
経常損失(△)

(百万
円)

△1,247 △73 △1,085 247 △1,517

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万
円)

△1,670 639 △4,216 298 △1,360

純資産額
(百万
円)

22,599 21,829 18,687 18,896 18,229

総資産額
(百万
円)

42,708 41,373 38,654 37,126 31,610

１株当たり純資産額 (円) 756.30 731.10 626.82 622.33 600.65

１株当たり当期純利
益金額又は当期純損
失金額(△)

(円) △56.27 21.02 △141.36 10.03 △45.69

潜在株式調整後１株
当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 52.9 52.8 48.3 49.9 56.5

自己資本利益率 (％) △7.0 2.9 △20.8 1.6 △7.5

株価収益率 (倍) ― 21.4 ― 43.8 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

522 154 △60 △508 △521

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△1,279 4,602 △492 1,570 1,650

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△1,048 31 △2,462 △386 △3,516

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万
円)

7,673 12,462 9,979 10,787 8,419

従業員数
〔外、平均臨時雇用
人員〕

(人)
394

〔16〕

406

〔14〕

366

〔10〕

369

〔10〕

361

〔6〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の欄は、平成16年12月期及び平成18年12月期については潜在

株式がなく、平成15年12月期、平成17年12月期及び平成19年12月期については１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、平成18年12月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第176期 第177期 第178期 第179期 第180期

決算年月 平成15年12月平成16年12月平成17年12月平成18年12月平成19年12月

売上高 (百万円) 8,877 8,689 8,301 4,169 659

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △1,326 △149 △1,153 455 97

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △1,697 637 △4,219 645 961

資本金 (百万円) 1,635 1,635 1,635 1,635 1,635

発行済株式総数 (千株) 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

純資産額 (百万円) 21,666 20,895 17,750 18,782 19,488

総資産額 (百万円) 40,729 39,365 36,698 30,719 28,777

１株当たり純資産額 (円) 724.81 699.50 595.13 630.34 654.64

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間
配当額)

(円)
15.00

(―)

15.00

(―)

10.00

(―)

15.00

(―)

5.00

(―)

１株当たり当期純利
益金額又は当期純損
失金額(△)

(円) △57.16 20.95 △141.40 21.66 32.29

潜在株式調整後１株
当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 53.2 53.1 48.4 61.1 67.7

自己資本利益率 (％) △7.4 3.0 △21.8 3.5 5.0

株価収益率 (倍) ― 21.5 ― 20.3 6.4

配当性向 (％) ― 71.6 ― 69.3 15.5

従業員数
〔外、平均臨時雇用
人員〕

(人)
293

〔10〕

309

〔9〕

275

〔4〕

12

〔1〕

11

〔―〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の欄は、平成16年12月期、平成18年12月期及び平成19年12月

期については潜在株式がなく、平成15年12月期及び平成17年12月期については１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、平成18年12月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。

４　平成18年12月期の経営指標等の大幅な変動は、平成18年７月１日の会社分割に伴い持株会社へ移行した

ことによるものであります。
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２ 【沿革】

明治18年８月淡路焼の陶祖賀集珉平が創始した淡路焼を継承して、資本金１万円をもって現在の

本店所在地に合資組織による淡陶社を設立

明治26年７月商法実施により株式会社に組織を改め淡陶株式会社に改称

明治34年３月内装タイルの製造開始

明治39年７月大阪市に大阪支店を開設

大正７年10月兵庫県三原郡(現 南あわじ市)に福良工場(平成15年12月閉鎖)完成

大正12年２月東京都中央区に東京支店(現 ダントー㈱本店)を開設

昭和24年５月大阪証券取引所市場第一部に株式を上場

昭和37年８月栃木県河内郡(現 宇都宮市)に宇都宮工場(現 ダントープロダクツ㈱宇都宮事業

所)完成

昭和37年12月十和建材㈱(現 西日本ダントー㈱ 連結子会社)へ出資

昭和41年７月東京証券取引所市場第一部に株式を上場

昭和41年９月広島県芦品郡(現 福山市)に福山工場完成

昭和42年８月外装及び床タイルの製造開始

昭和43年６月大阪市に大阪本部(現 本社)を開設

昭和44年２月宇都宮タイル販売㈱(現 東日本ダントー㈱ 連結子会社)を設立

昭和46年２月名陶タイル販売㈱(現 東海ダントー㈱ 連結子会社)を設立

昭和48年５月接着剤の製造開始

昭和53年５月岐阜県多治見市に多治見物流センター(現 ダントー㈱総合商品センター)を開設

昭和60年４月社名をダントー株式会社に改称

平成９年12月淡路福良工場(平成15年12月閉鎖)の内装タイル製造設備一新

平成10年12月福山工場の内装タイル生産中止

平成11年４月東京・新宿にタイル＆リビングミュージアム「Ｄ
＋ 
dee plus」Tokyo Shopを開設

平成11年４月宇都宮工場に「環境共生」をテーマに「Ｄ hall」(環境・エネルギー優良建築物

認定)を建設

平成11年12月宇都宮工場ISO14001認証取得

平成12年１月淡路島工場(現 ダントープロダクツ㈱淡路島事業所)ISO9002認証取得

平成12年６月大阪・梅田にタイル＆リビングミュージアム「Ｄ
＋ 
dee plus」Osaka Shopを開設

平成12年６月大阪本部及び大阪営業所(現 ダントー㈱関西支店)を大阪市北区梅田に移転

平成13年10月「Ｄ
＋ 
dee plus」ブランド品の販売ネットワークシステム構築

平成15年12月淡路島工場(福良)を閉鎖し、内装タイルは宇都宮工場、外装及び床タイルは淡路島

工場(阿万)に集約再構築

平成16年１月淡路島工場ISO14001認証取得

平成17年１月兵庫県三原郡４町の合併に伴い、本店所在地が兵庫県南あわじ市に表示変更

平成17年８月社長直轄の「改革推進プロジェクト」発足

平成17年12月ダントープロダクツ㈱(連結子会社)を設立

平成17年12月ダントーキャピタル㈱(連結子会社)を設立

平成18年７月会社分割による持株会社制への移行

平成18年７月社名をダントーホールディングス株式会社に改称

平成18年７月ダントー㈱(連結子会社)を設立

平成18年７月㈱カワオカタイル(連結子会社)株式取得

平成18年12月ダントープロダクツ㈱宇都宮事業所ISO9001認証取得
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社、子会社７社及び持分法適用会社１社により構成)の事業内容は、主として建設

用陶磁器とその関連製品の製造・販売・施工であり、次に投資運用事業となります。その他工場用地

の一部の有効利用を目的に不動産賃貸業も営んでおります。

 

事業の系統図は次のとおりであります。

 

 
※１　連結対象子会社

※２　関連会社で持分法適用会社
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社

 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

ダントー㈱
東京都
中央区

90
陶磁器等の販売及
び工事

100.0

当社との間で経営指導等に関す
る契約を締結しております。
なお、当社所有の建物・ソフト
ウェアを賃借しております。
役員の兼任…３名

ダントープロダクツ㈱
栃木県
宇都宮市

100
陶磁器等の製造及
び販売

100.0

当社との間で経営指導等に関す
る契約を締結しております。
なお、当社所有の土地・建物・
ソフトウェアを賃借しておりま
す。
また、ダントー㈱製品の製造を
しております。
役員の兼任…３名

ダントーキャピタル㈱
大阪市
北区

30投資運用 100.0
当社所有のソフトウェアを賃借
しております。
役員の兼任…３名

㈱カワオカタイル
大阪市
平野区

13タイル工事 100.0
ダントー㈱製品の工事店。
役員の兼任…３名

東日本ダントー㈱
栃木県
宇都宮市

30
陶磁器及び建築材
料の販売並びに工
事

100.0
(100.0)

ダントー㈱製品の販売店。
なお、当社所有の土地を賃借し
ております。
役員の兼任…２名

東海ダントー㈱
名古屋市
東区

30
陶磁器及び建築材
料の販売並びに工
事

100.0
(100.0)

ダントー㈱製品の販売店。
役員の兼任…３名

西日本ダントー㈱
福岡県
大野城市

90
陶磁器及び建築材
料の販売並びに工
事

65.5
(65.5)

ダントー㈱製品の販売店。
役員の兼任…３名

(注) １　上記会社は、いずれも特定子会社に該当しません。

２　上記会社は、いずれも有価証券届出書又は有価証券報告書の提出会社ではありません。

３　議決権の所有(又は被所有)割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

４　ダントー㈱については売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 7,230百万円

 (2) 経常損失 773百万円

 (3) 当期純損失 782百万円

 (4) 純資産額 1,567百万円

 (5) 総資産額 4,412百万円

５　ダントープロダクツ㈱については売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 1,585百万円

 (2) 経常損失 334百万円

 (3) 当期純損失 337百万円

 (4) 純資産額 607百万円

 (5) 総資産額 1,224百万円
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６　㈱カワオカタイルについては売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 1,135百万円

 (2) 経常損失 24百万円

 (3) 当期純損失 27百万円

 (4) 純資産額 158百万円

 (5) 総資産額 701百万円

７　東日本ダントー㈱については売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 1,112百万円

 (2) 経常利益 7百万円

 (3) 当期純利益 2百万円

 (4) 純資産額 305百万円

 (5) 総資産額 466百万円

８　西日本ダントー㈱については売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 2,032百万円

 (2) 経常損失 0百万円

 (3) 当期純損失 2百万円

 (4) 純資産額 1,069百万円

 (5) 総資産額 1,455百万円

 

(2) 持分法適用の関連会社

 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

群馬タイル販売㈱
群馬県
高崎市

20
陶磁器及び建築材
料の販売並びに工
事

30.0
(30.0)

ダントー㈱製品の販売店。
役員の兼任…１名

(注) １　上記会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書の提出会社ではありません。

２　議決権の所有(又は被所有)割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成19年12月31日現
在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

建設用陶磁器等
内装・外装・床・モザイクタイル
・関連製品(タイル施工用材料等)

361〔6〕

(注) １　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

３　不動産賃貸業部門に従事する従業員はおりません。

 

(2) 提出会社の状況

平成19年12月31日現
在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

11〔―〕 40.2 14.2 4,831,573

(注) １　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔　〕内に記載することとなっておりますが、当事業年度

においては該当がないため、〔―〕と表示しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループの労働組合は、日本労働組合総連合会傘下のセラミックス産業労働組合連合会に所

属し、組合員数は207名であります。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加などから、景気は概ね

緩やかな回復基調で推移しました。一方で、サブプライム問題に端を発する米国経済の減速懸念や

原油を代表とする原材料価格の一段の高騰による個人消費への影響などにより、景気の先行きに懸

念材料も出てきております。

当社グループの関連市場である建材業界におきましては、需要動向を示す代表的な指標である新

設住宅着工戸数が平成19年６月の建築基準法改正に伴う建築確認申請の遅れの影響などにより、７

月以降急激な落ち込みとなり、需要の低迷する中、市場競争の激化など引き続き厳しい市場環境が

続いて参りました。

このような厳しい環境下、当社グループにおきましては、徹底した製造コストの削減、業務効率の

改善に取り組むとともに、高付加価値製品シリーズ「Ｄ
+
ブランド」及び大型タイルの新商品の積

極投入を行い、施工を含めた提案営業へシフトし、拡販に努めて参りましたが、新設住宅着工戸数の

激減による需要低迷や、企業間コスト競争の一層の激化、原材料の高騰などの影響を余儀なくされ

ました。

投資運用におきましては、徹底したリスク管理を図り、慎重に運用を行って参りましたが、米国サ

ブプライムローン問題等による急激な市場環境の変動等により、当初予定より下回る結果となりま

した。

また、投資有価証券の満期償還に伴う償還損及び保有する非上場株式の評価損を特別損失に計上

いたしました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は107億６千８百万円(前年同期111億１千７百万円)、営業

損失12億７千５百万円(前年同期９億７千９百万円)、経常損失15億１千７百万円(前年同期２億４

千７百万円の経常利益)、当期純損失13億６千万円(前年同期２億９千８百万円の当期純利益)とな

りました。
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(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。) は、税金等調整前当期純損

失13億４千１百万円に投資有価証券の満期償還による収入90億１千万円及び金融取引証拠金の減

少による収入45億７千７百万円等が加算されるものの、金融取引証拠金の増加による支出104億２

千７百万円、短期借入金の減少額30億５千８百万円及び投資有価証券の取得による支出25億４千１

百万円等があり、前連結会計年度末に比べて23億６千８百万円減少し、84億１千９百万円となりま

した。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動による資金の減少は、５億２千１百万円(前年同期５億８百万

円の減少)となりました。これは、主に、税金等調整前当期純損失13億４千１百万円に利息及び配当

金の受取額７億６千６百万円、投資有価証券償還損３億７千５百万円及び減価償却費３億６千５百

万円等が加算されるものの、固定資産売却益８億６千３百万円及び受取利息及び配当金４億５千万

円等が減算されたことによるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動による資金の増加は、16億５千万円(前年同期15億７千万円の

増加)となりました。これは、金融取引証拠金の増加による支出104億２千７百万円、投資有価証券の

取得による支出25億４千１百万円及び有価証券の取得による支出12億６千６百万円等がありまし

たが、投資有価証券の満期償還による収入90億１千万円、金融取引証拠金の減少による収入45億７

千７百万円、投資有価証券の売却による収入11億７千７百万円及び有形固定資産の売却による収入

10億３千５百万円等があったこと等によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、35億１千６百万円(前年同期３億８千６

百万円の減少)となりました。これは、短期借入金の減少額30億５千８百万円及び配当金の支払額４

億４千４百万円があったこと等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

①　生産実績

 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

建設用陶磁器等
内装・外装・床・モザイクタイル
・関連製品(タイル施工用材料等)

7,611 0.3

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　上記の金額には、外注製品受入高(5,318百万円)を含めております。

 

②　仕入実績(外注製品受入高を除く)

 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

建設用陶磁器等
内装・外装・床・モザイクタイル
・関連製品(タイル施工用材料等)

3,071 16.8

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注状況

受注生産品は、僅少であるため記載を省略しております。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

建設用陶磁器等
内装・外装・床・モザイクタイル
・関連製品(タイル施工用材料等)

10,560 △2.7

不動産賃貸 207 △20.8

計

国内 10,762 △2.6

輸出 5 △91.7

計 10,768 △3.1

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

今後の見通しにつきましては、改正建築基準法による影響が収束し、新設住宅着工戸数がどのよう

に回復してくるのか先行きの見通しが不透明な部分はありますが、当社グループとしては、総費用の

面を売上高に均衡させるべく、リストラを含む費用削減対策等はほぼ終えており、また、「Ｄ
+
ブラン

ド」の拡販、大型タイルの新商品展開・拡販、施工を含めた提案営業へのシフト、新規エリアへの出店

等積極的に施策を講じて参りましたので、平成20年度後半にはその効果が表れてくるものと見込んで

おります。

原油を中心とした原材料の高騰につきましては、徹底した製造コストの削減に努めて参りました

が、これ以上吸収することは不可能と判断し、平成20年４月より販売価格を改定することにいたしま

した。

また、平成19年５月に発表いたしましたＴＯＴＯ株式会社との業務提携に関しましても、分科会活

動及び両社間交流を通じて順調に進展しており、平成20年度中にはその成果が出始める予定でありま

す。

以上、今後更なる企業価値の向上に努めるとともに、平成20年度中の営業黒字化に向け全グループ

社員一丸となって取り組んで参ります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な

影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

あります。

 

(1) 経済環境によるリスクについて

当社グループの事業内容は、主として建設用陶磁器とその関連製品の製造・販売・施工でありま

す。このため、住宅着工戸数の減少、厳しい価格競争の激化及び個人消費の動向の変化等により当社

グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 原材料等の価格変動によるリスクについて

当社グループの製造過程において使用されるエネルギー、重金属など原材料の価格変動につい

て、急激に高騰した場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 製造物責任について

当社グループは、製品の品質については、滑り抵抗など社内基準、ＩＳＯ品質マネジメントシステ

ムを登録・活用して製造しております。製造物責任賠償保険に加入はしておりますが、万一、製品事

故の発生及び品質の問題が発生した場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(4) 在庫リスクについて

当社グループは、多品種(色数×形状)の製品を取扱うため、品目ごとに標準在庫を設定し運営し

ております。販売予測と実際の乖離が生じ滞留在庫が多量に発生した場合、当社グループの経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 為替相場によるリスクについて

当社グループは、外貨建資産、為替予約取引、為替先物(先渡)取引、為替オプション取引及び金利

スワップ取引を行っております。急激な為替相場の変動が発生した場合、当社グループの経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 株式相場によるリスクについて

当社グループは、株式取引を行っております。急激な株式替相場の変動が発生した場合、当社グ

ループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成19年５月８日に、市場環境の変化への対応力を強化し、多様化する顧客への対応力を高

めるため、ＴＯＴＯ株式会社とタイルの製造・技術分野での業務提携に関する合意書を締結いたしま

した。

 

６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、ダントー株式会社の商品開発方針とダントープロダクツ株式会社

の研究開発方針に基づいて行われ、技術研究所における研究開発活動を中核に各事業所の技術部門に

て研究開発活動を行っております。

当連結会計年度における主な研究開発活動といたしましては、顧客満足度を重視した高付加価値商

品(Ｄ
+
ブランド)開発を中心課題とし、普及品の開発にも取り組んで参りました。

その結果、600×600を基本形状とした多形状展開可能な大型タイル１シリーズと、ハウスメーカー

との共同開発などにより開発した300×300床タイルなど、普及品の300×300床タイル５シリーズの開

発が完了し、平成20年発売に向けて初期生産を開始しております。

その他、環境改善を目的とした製品開発にも積極的に取り組み、その成果も上がりつつあります。

なお、当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は９千１百万円であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態

当連結会計年度において総資産は、外国債券の満期償還等により金融取引証拠金が42億６千３百

万円増加しましたが、有価証券が17億９千６百万円、投資有価証券が35億２千３百万円減少しまし

た。また、現金及び預金が23億６千８百万円、未収入金が11億８千８百万円減少したことにより、前

連結会計年度に比べ55億１千５百万円の減少し316億１千万円となりました。

負債につきましては、短期借入金30億５千８百万円、デリバティブ債務15億６千１百万円等の減

少により48億４千８百万円の減少し133億８千１百万円となりました。

純資産は、投資有価証券の時価評価益計上に伴い、その他有価証券評価差額金が11億５千４百万

円増加しましたが、利益剰余金が18億７百万円減少した結果、６億６千７百万円の減少し182億２千

９百万円となりました。

 

(2) 経営成績

当連結会計年度の売上高は、平成19年６月の建築基準法改正に伴う建築確認申請の遅れの影響な

どにより107億６千８百万円(前年同期比3.1％減)となりました。

営業損失は、コストダウン及び経費節減に努めましたが、原油を中心とした原材料の高騰等の影

響等により12億７千５百万円となりました。

経常損失につきましては、徹底したリスク管理を図り、慎重に運用を行って参りましたが、米国サ

ブプライムローン問題等による急激な市場環境の変動等により15億１千７百万円となりました。

また、当期純損失は、投資有価証券の満期償還に伴う償還損及び保有する非上場株式の評価損を

特別損失に計上した結果、13億６千万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループの当連結会計年度において実施した設備投資額は３千１百万円であり、そのうち完成

した主なものは、ダントープロダクツ株式会社における建設用陶磁器等製造設備の取得であります。

また、機械装置を中心として経常的に発生する設備更新のための除却損失２百万円を計上しており

ます。

なお、所要資金については全額自己資金で賄いました。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成19年12月31日現
在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社
(大阪市北区)

グループ統括
業務

統括設備 36 ―
10
(2)

22 69 11

賃貸用設備
(東京都中央区)

建設用陶磁器
等

販売設備 32 ―
―
[0]

― 32 ―

賃貸用設備
(岐阜県多治見市)

物流管理業務 販売設備 18 ―
―
[5]

― 18 ―

賃貸用設備
(広島県福山市)

物流管理業務 販売設備 ― ―
3
(3)

― 3 ―

賃貸用設備
(兵庫県南あわじ市)

建設用陶磁器
等

外装・床タイ
ル
製造設備

477 10
28
(69)

0 517 ―

賃貸用設備
(栃木県宇都宮市)

建設用陶磁器
等

内装・床・大
型
タイル
製造設備

724 ―
45

(109)
― 770 ―

賃貸用設備
(広島県福山市 他)

不動産賃貸 賃貸設備 ― ―
63
(70)

― 63 ―
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(2) 国内子会社

平成19年12月31日現
在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千
㎡)

その他 合計

ダントー㈱

本社及び11
支店
(東京都
中央区)

建設用陶磁器
等

販売設備 71 1 ― 35 109
138
〔3〕

ダントープロダクツ
㈱

本社及び３
事業所
(栃木県
宇都宮市)

建設用陶磁器
等

内装・外
装
・床・大
型
タイル
製造設備

64 697 ― 39 800 112

㈱カワオカタイル

本社及び２
営業所
(大阪市
平野区)

建設用陶磁器
等

工事・販
売
設備

90 1 ― 2 94 18

東日本ダントー㈱

本社及び関
東地区４支
店
(栃木県
宇都宮市)

建設用陶磁器
等

販売設備 33 ― ― 0 34
27
〔1〕

東海ダントー㈱

本社及び東
海地区３営
業所
(名古屋市
東区)

建設用陶磁器
等

販売設備 70 0
32
(0)

0 103 13

西日本ダントー㈱

本社及び九
州地区３支
店
(福岡県
大野城市)

建設用陶磁器
等

販売設備 127 13
20
(4)
[0]

2 164
40
〔2〕

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費

税等は含まれておりません。

２　土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は296百万円であります。賃借している土地の面積

については、[　]で外書しております。

３　現在休止中の設備として317百万円含まれております。

４　上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。
 

会社名
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容 台数(式)
リース期間
(年)

年間
リース料
(百万円)

リース契約
期末残高
(百万円)

ダントーホール
ディングス㈱

建設用陶磁器
等

電子計算機 1 5 1 ―

東海ダントー㈱
建設用陶磁器
等

電子計算機 1 4 0 0

 
５　従業員数の〔　〕は、臨時従業員数を外書しております。

６　提出会社の本社には、本店の一部の設備を含めて表示しております。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当する設備はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類

事業年度末現在発行数
(株)

(平成19年12月31日)

提出日現在発行数(株)

(平成20年３月28日)

上場金融商品取
引所

名又は登録認可
金融

商品取引業協会
名

内容

普通株式 30,000,000 30,000,000

　東京証券取引所

　 (市場第一部)

　大阪証券取引所

　 (市場第一部)

―

計 30,000,000 30,000,000 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

発行済株式

総数残高

資本金増減
額

資本金残高
資本準備金

増減額

資本準備金

残高
(千株) (千株) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)
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平成８年１月１日 5,000 30,000 372 1,635 ― ―

(注)　株主割当　　１：0.2　　4,890,765株

　　　　　　発行価格　　　　　50円

　　　　　　資本組入額　　　　50円

失権株・端株公募　　　　 109,235株

　　　　　　発行価格　　　 1,174円

　　　　　　資本組入額　　 1,174円
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(5) 【所有者別状況】

平成19年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満

株式の状
況

(株)

政府及
び

地方公
共

団体

金融機関

金融商
品

取引業
者

その他の

法人

外国法人等
個人

その他
計

個人以外個人

株主数

(人)
― 26 32 95 35 1 5,084 5,273 ―

所有株式
数

(単元)

― 3,828 384 2,039 1,742 9 21,384 29,386 614,000

所有株式
数

の割合
(％)

― 13.02 1.31 6.94 5.93 0.03 72.77 100.00 ―

(注) １　自己株式230,078株は、「個人その他」に230単元、「単元未満株式の状況」に78株含まれ
ております。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】

平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所

所有株式
数

(千株)

発行済株式総数に対
する

所有株式数の割合
(％)

加　藤　友　保 大阪府箕面市 1,490 4.97

日本トラスティ・サービ
ス

信託銀行株式会社(信託口
４)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,271 4.24

ダントー共和会 大阪市北区梅田三丁目３番10号 1,142 3.81

日本マスタートラスト信
託

銀行株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 944 3.15

加　藤　友　彦 大阪府箕面市 810 2.70
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淡路島観光株式会社 兵庫県洲本市栄町一丁目２番５号 620 2.07

シービーエヌワイディエ
フエ

イインターナショナル
キャッ

プバリューポートフォリ
オ

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA
MONICA,

CA 90401 USA
464 1.55

(常任代理人 シテイバン
ク

銀行株式会社)

(東京都品川区東品川二丁目３番14号)

ノーザントラストグロー
バル

サービスィズリミテッド
リク

ライアンツノントリー
ティー

アカウント

50 BANK STREET,CANARY WHARF,
LONDON,

E14 5NT
450 1.50

(常任代理人 香港上海銀
行

東京支店)

(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

福　中　善　弘 大阪市東淀川区 430 1.43

日本トラスティ・サービ
ス

信託銀行株式会社(信託口
)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 410 1.37

計 ― 8,031 26.79

(注) １　ダントー共和会は、当社グループ取引先が会員である持株会であります。

２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口４)、日本マスタートラスト信託銀
行株式会社(信託口)及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)の所有株
式数は、すべて信託業務に係る株式数であります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成19年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株
式等)

― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株
式等)

(自己保有株式)

普通株式 230,000
― ―(相互保有株式)

普通株式 48,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 29,108,000 29,108 ―

単元未満株式 普通株式 614,000 ― ―

発行済株式総数 30,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 29,108 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含ま
れております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個
が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成19年12月31日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総
数

に対する所有
株

式数の割合
(％)

(自己保有株式)
ダントーホールディ
ングス
株式会社

兵庫県南あわじ市北
阿万
伊賀野1290番地

230,000 ― 230,000 0.77

(相互保有株式)
群馬タイル販売株式
会社

群馬県高崎市倉賀野
町2460
番地１

― 48,000 48,000 0.16

計 ― 230,000 48,000 278,000 0.93

(注)　「所有株式数」のうち、「他人名義」で所有している株式数は、ダントー共和会(大阪市北区
梅田三丁目３番10号)名義で所有している相互保有会社の持分に相当する株式であります。
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 29,306 10,608,230

当期間における取得自己株式 1,000 205,500

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年３月１日から有価証券報告書提出日までの単
元未満株式の買取による株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総
額

(円)
引き受ける者の募集を行っ
た

取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自

己株式
― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に
係る

移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増

請求)
1,500 570,800 ― ―

保有自己株式数 230,078 ― 231,078 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年３月１日から有価証券報告書提出日までの
単元未満株式の買取及び買増による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、常日頃多大のご支援を頂いております株主に対する利益配当につきましては、何よりも重要な経営最重

要課題であると考えております。この方針のもとに、配当金については安定配当を第一義としておりますが、収益

の状況により企業体質の強化と配当性向などを勘案して実施することとしております。

当社の配当回数につきましては、年１回(期末配当)を基本方針としており、決定機関につきましては株主総会で

あります。

なお、当社は「毎年６月30日を基準日として、取締役会の決議をもって、株主または登録株式質権者に対し、中間

配当金として剰余金の配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

今後につきましても、なお一層の収益の向上を図り、株主のご期待に報いるよう努力する所存であります。

第180期の剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成20年３月28日

定時株主総会決議
148 5.00

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第176期 第177期 第178期 第179期 第180期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高(円) 390 487 475 499 460

最低(円) 330 357 400 396 206

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別
平成19年７
月

８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 385 369 339 338 297 270

最低(円) 360 306 280 291 240 206

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(千株)

代表取締役

会長

 

加　藤　友　保 大正11年６月15日生

昭和25年１月 当社取締役就任

(注)３ 1,490

昭和43年11月 淡路交通㈱代表取締役社長就任

昭和47年11月 当社取締役会長就任

昭和56年２月 当社代表取締役社長就任

平成３年３月

 

西日本ダントー㈱

代表取締役会長就任

平成17年３月 当社代表取締役会長就任(現)

平成17年６月

 

淡路交通㈱

代表取締役会長就任(現)

代表取締役

社長

 加　藤　友　彦 昭和33年９月８日生

昭和57年３月 淡路交通㈱入社

(注)３ 810

平成２年６月 淡路交通㈱取締役就任

平成４年３月 当社取締役就任

平成13年４月 当社常務取締役就任

平成17年３月

 

西日本ダントー㈱

代表取締役社長就任

平成17年３月 当社代表取締役社長就任(現)

平成17年６月

 

淡路交通㈱

代表取締役社長就任(現)

平成17年12月

 

ダントーキャピタル㈱

代表取締役社長就任(現)

平成18年７月 ダントー㈱代表取締役社長就任

平成18年９月 ダントー㈱取締役会長就任(現)

平成19年３月

 

西日本ダントー㈱

代表取締役会長就任(現)

取締役  小　原　　　淳 昭和26年12月23日生

平成２年11月

 

㈱コンフォートメディア

代表取締役社長就任(現)

(注)３ ―
平成10年３月 当社監査役就任

平成14年５月

 

小原木材㈱

代表取締役社長就任(現)

平成18年３月 当社取締役就任(現)

取締役  松　下　　　豊 昭和30年３月６日生

平成２年２月

 

㈱カワオカタイル

代表取締役社長就任(現)

(注)３ 160

平成10年３月

 

ローマタイルジャパン㈱

代表取締役社長就任(現)

平成18年７月

 

ダントー㈱

取締役営業本部長就任

平成18年９月

 

ダントー㈱

代表取締役社長就任(現)

平成19年３月 当社取締役就任(現)
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取締役  三　宮　俊　雄 昭和16年10月３日生

昭和39年４月 いすゞ自動車㈱入社

(注)３ 10

平成元年７月

 

泰国いすゞ自動車㈱

取締役副社長就任

平成８年５月 いすゞ自動車㈱常務取締役就任

平成９年６月

 

いすゞバス製造㈱

代表取締役社長就任

平成15年４月

 

東京いすゞ自動車㈱

代表取締役社長就任

平成18年３月 当社監査役就任

平成20年３月 当社取締役就任(現)

取締役  森　上　　　繁 昭和13年３月15日生

昭和32年３月 当社入社

(注)３ 11

昭和50年10月 東京営業所長

平成３年４月 宇都宮工場長

平成７年６月

 

東日本ダントー㈱

代表取締役社長就任

平成17年３月 当社監査役就任

平成18年３月 当社取締役就任(現)

平成18年７月 ダントー㈱常務取締役就任
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(千株)

常勤監査役  市　川　惠　康 昭和15年７月13日生

昭和34年３月 当社入社

(注)４ 22

昭和54年２月 淡路福良工場長

平成元年３月 当社取締役総務部長就任

平成９年４月 社長室長

平成13年４月 当社常務取締役就任

平成17年３月 総務担当

平成18年３月 当社監査役就任(現)

監査役  田　中　貴　俊 昭和23年９月30日生

昭和52年10月 全但バス㈱入社

(注)５ ―

昭和57年６月

 

全但バス㈱

代表取締役社長就任(現)

昭和62年６月 日和山観光㈱監査役就任(現)

平成16年３月 当社監査役就任(現)

監査役  村　田　浩　之 昭和15年10月15日生

昭和39年４月 日本電気㈱入社

(注)５ ―

平成10年６月

 

ＮＥＣテクノサービス㈱

取締役システム本部長就任

平成13年４月

 

ＮＥＣネクサソリューションズ㈱

常務取締役就任

平成15年６月

 

カテナ㈱

取締役執行役員専務就任

平成20年３月 当社監査役就任(現)

計 2,503

(注) １　代表取締役社長 加藤友彦は代表取締役会長 加藤友保の長男であります。

２　監査役 田中貴俊及び監査役 村田浩之は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であり
ます。

３　平成19年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年12月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。

４　平成17年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年12月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。

５　平成19年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年12月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、明治初頭以来122年の永きに亘り真摯にタイルづくり一筋に励んで参りました。この輝かし

い伝統を背景に

１　ものづくり理念

　・人と地球環境に優しい製品づくり

　・お客さまの立場に立ち、企業として自信のもてる、語れる製品づくり

２　お役立ち理念

　・タイルのある快適な暮らしをご提案します。

　・タイルに関するトータルサービスをご提供し、お客様に安心をお届けします。

をグループ共有の企業理念として、長年培ってきた独自の技術を活かし、省エネルギーやリサイクルによる資源

の有効利用と環境保全に心がけ、豊かな生活空間を創造しながら、いつまでも社会に貢献し、お客さまに満足を

お届けする企業を目指して積極的に取り組んでおります。

また、内部統制システムの構築は当社グループの永続的な発展には不可欠であり、業務の有効性と効率性、財

務報告の信頼性を確保し、関連法規を遵守して参ります。併せて、事業に影響を与える可能性のある潜在的な事

象を識別することにより、徹底したリスク管理を行い、企業価値の維持・向上、事業目標の達成を実現して参り

ます。

 

(2) 会社の機関の内容、内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況

①　会社の機関の基本説明

当社は、監査役制度を採用しており、取締役会を重要戦略意思決定及び業務監督機関と位置づけ、
常時、監査役の出席のもと活発な議論を行い、経営方針及び業務執行方針の決定と、業務執行実施
結果の承認を行っております。

平成18年７月１日会社分割後、グループ各社への権限委譲を推し進め、責任の所在の明確化を図
る一方、グループ全体の意思統一を図るために、定期的にグループ戦略会議を開催しております。

また、グループ経営体制の強化と充実を図るため、事業会社の代表者を当社の取締役として迎え
入れております。さらに、当社の監督機能を強化するために、常勤監査役は、グループ各社の重要
会議に出席し、会社の状況及び業務執行状況について監査を実施しているほか、経営者に対し助
言や提言をしております。

監査役会は２ヶ月に一回の定例会議を主体に、必要な際は、臨時監査役会を開催し監査の充実を
図っております。
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②　内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況

当社の内部統制システムといたしましては、「内部統制システムの基本方針」に基づき運用して
おります。

各社取締役を中心としたメンバーで内部統制会議を定期的に開催し、内部統制に関わる重要事項
の議論、決定を図っております。この会議では常勤監査役も出席する事で、取締役の職務の執行に
ついて監視できる体制となっております。

社長直轄の内部監査室(２名)は、当社及びグループ会社を対象に業務遂行状況、コンプライアン
ス状況、リスク管理等について、定期的に内部監査を実施しております。コンプライアンス体制及
びリスク管理体制については、総務部を統括部門とし、内部監査室との連携を深め、グループ内の
体制強化を整えております。

また、企業経営及び日常業務に関して、適宜顧問弁護士及び会計監査人等に相談及び指導を受け、
リスク管理、法令遵守に努めております。

 

コーポレート・ガバナンス体制

 

 

 

 

(3) 監査役監査の状況

当社の監査役監査は、取締役の職務の執行全般について監視し、取締役会をはじめとした重要な会議に出席し

て業務の報告を受け、すべての決裁書類等を閲覧し監査の充実を図っております。

また、監査役は、会計監査人と監査計画及び業務報告等について定期的に打合せを行い、必要に応じて情報交

換を実施しております。
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(4) 会計監査の状況

当社の会計監査業務は、清友監査法人と監査契約を締結し会計監査を受けております。

なお、会計監査業務を執行した公認会計士及び会計監査業務に係る補助者については、下記のとおりでありま

す。

 

会計監査業務を執行した公認会
計士

指定社員　業務執行社員　在本　　茂(継続監査年数１年)

指定社員　業務執行社員　矢本　博三(継続監査年数１年)

会計監査業務に係る補助者

公認会計士 ５名

会計士捕 ―名

その他 ―名

 

(5) 社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外監査役は２名であり、社外取締役は選任しておりません。

 

(6) 役員報酬の内容

取締役の年間報酬総額(全て社内取締役) 39百万円  

監査役の年間報酬総額 8百万円  (うち社外監査役5百万円)

 

(7) 監査報酬の内容

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２
条第１項に規定する業務に基づく報酬

20百万円

上記以外の業務に基づく報酬の支払はありません。

 

(8) 責任限定契約

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会計監査人との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を

法令の定める額に限定する契約を締結しております。

 

(9) 取締役の定数

当社の取締役は８名以内とする旨を定款で定めております。

 

(10) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議については、累積投票によらないものとする

旨を定款に定めております。

 

(11) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①　中間配当

当社は、中間配当について、株主への機動的な利益還元を可能とするため、毎年６月30日を基準日
として、取締役会の決議をもって、株主または登録株式質権者に対し、中間配当金として剰余金の
配当を行うことができる旨を定款に定めております。
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②　自己株式の取得

当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的
に遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議をもっ
て市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

 

(12) 取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が職務の遂行に当たり期待される役割を充分に発揮できるようにするため、会社法

第426条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる取締役 (取締役であった者を含む。) 及び監査役 (監

査役であった者を含む。) の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議をもって免除することがで

きる旨を定款に定めております。

 

(13) 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行

う旨を定款に定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表

規則に基づき、当連結会計年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)は、改正後の連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、当事業年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年

12月31日まで)及び前事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表については、新日本監査法人により監査を受け、また金融商品取引法第193条の２第１項の規定

に基づき、当連結会計年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)及び当事業年度(平成19年

１月１日から平成19年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、清友監査法人により

監査を受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第179期連結会計年度の連結財務諸表及び第179期事業年度の財務諸表　新日本監査法人

第180期連結会計年度の連結財務諸表及び第180期事業年度の財務諸表　清友監査法人
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

 

  
前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   10,789   8,421  

２　受取手形及び売掛金 ※４  2,807   2,464  

３　有価証券 ※１  2,359   562  

４　たな卸資産   2,667   2,737  

５　デリバティブ債権   33   22  

６　未収入金   1,402   213  

７　その他   419   92  

貸倒引当金   △54   △17  

流動資産合計   20,42555.0  14,49645.9

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物及び構築物 ※1.6 5,712   5,316   

減価償却累計額  3,768 1,944  3,569 1,747  

(2) 機械装置及び運搬具 ※６ 4,174   4,149   

減価償却累計額  3,303 871  3,424 725  

(3) 工具器具及び備品 ※６ 742   713   

減価償却累計額  618 124  613 99  

(4) 土地 ※1.6  261   205  

(5) 建設仮勘定   0   4  

有形固定資産合計   3,201 8.6  2,781 8.8

２　無形固定資産        

(1) ソフトウェア   222   189  

(2) 電話加入権等   164   256  

無形固定資産合計   386 1.1  445 1.4

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※1.2  10,765   7,242  

(2) 金融取引証拠金   2,045   6,309  

(3) その他   335   385  

貸倒引当金   △34   △49  

投資その他の資産合計   13,11235.3  13,88743.9

固定資産合計   16,70145.0  17,11454.1

資産合計   37,126100.0  31,610100.0
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前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形及び買掛金 ※４  1,020   1,002  

２　短期借入金   11,293   8,235  

３　未払金   491   462  

４　未払法人税等   165   25  

５　デリバティブ債務   1,566   5  

６　その他   500   452  

流動負債合計   15,03740.5  10,18332.2

Ⅱ　固定負債        

１　繰延税金負債   582   825  

２　退職給付引当金   750   685  

３　預り保証金   1,766   1,632  

４　連結調整勘定   72   ―  

５　負ののれん   ―   54  

６　その他   20   ―  

固定負債合計   3,192 8.6  3,19710.1

負債合計   18,22949.1  13,38142.3

        

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   1,635   1,635  

２　資本剰余金   1   1  

３　利益剰余金   17,015   15,208  

４　自己株式   △88   △99  

株主資本合計   18,56450.0  16,74653.0

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価
　　差額金

  △28   1,126  

評価・換算差額等合計   △28 △0.1  1,126 3.6

Ⅲ　少数株主持分   360 1.0  356 1.1

純資産合計   18,89650.9  18,22957.7

負債純資産合計   37,126100.0  31,610100.0
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② 【連結損益計算書】

 

  
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   11,117100.0  10,768100.0

Ⅱ　売上原価   8,29574.6  8,37077.7

売上総利益   2,82125.4  2,39822.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1.2  3,80134.2  3,67334.1

営業損失   979△8.8  1,275△11.8

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  812   448   

２　デリバティブ利益  596   ―   

３　連結調整勘定償却額  13   ―   

４　負ののれん償却額  ―   18   

５　持分法による投資利益  1   2   

６　その他  96 1,51913.6 160 630 5.8

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  109   130   

２　売上割引  10   10   

３　為替差損  65   24   

４　デリバティブ損失  ―   257   

５　有価証券評価損  ―   155   

６　固定資産除却損等  9   2   

７　貸倒引当金繰入額  7   0   

８　投資顧問手数料  14   200   

９　その他  76 292 2.6 89 872 8.1

経常利益   247 2.2  ― ―

経常損失   ― ―  1,517△14.1

Ⅵ　特別利益        

１　投資有価証券償還益  822   ―   

２　投資有価証券売却益  229   ―   

３　固定資産(土地)売却益  15   863   

４　その他  15 1,0839.7 6 870 8.1

Ⅶ　特別損失        

１　連結調整勘定一括償却
額

※３ 785   ―   

２　投資有価証券償還損  ―   375   

３　投資有価証券評価損  ―   306   

４　訴訟和解金等  51   ―   

５　改革推進関連損失 ※４ 2   ―   

６　その他  27 866 7.7 12 694 6.5

税金等調整前当期純
利益

  463 4.2  ― ―

税引等調整前当期純
損失

  ― ―  1,341△12.5

法人税、住民税
及び事業税

 163   19   

法人税等調整額  △0 162 1.5 △0 19 0.1

少数株主利益   2 0.0  ― ―

少数株主損失   ― ―  1 0.0

当期純利益   298 2.7  ― ―

当期純損失   ― ―  1,360△12.6
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

 

 

株主資本
評価・換算
差額等

少数株主
持分

純資産合計

 

資本金
資本剰余
金

利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

平成17年12月31日残高(百万

円)
1,635 1 17,014△75 18,576 111 398 19,086

連結会計年度中の変動額         

　剰余金の配当   △298  △298   △298

　当期純利益   298  298   298

　自己株式の取得    △13 △13   △13

　自己株式の処分  0  0 0   0

　株主資本以外の項目の連結
会計
　年度中の変動額(純額)

    ― △139 △37 △177

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 0 0 △13 △12 △139 △37 △189

平成18年12月31日残高(百万

円)
1,635 1 17,015△88 18,564 △28 360 18,896

EDINET提出書類

ダントーホールディングス株式会社(E01141)

有価証券報告書

 40/112



当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

 

 

株主資本
評価・換算
差額等

少数株主
持分

純資産合計

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

平成18年12月31日残高(百万

円)
1,635 1 17,015△88 18,564 △28 360 18,896

連結会計年度中の変動額         

　剰余金の配当   △446  △446   △446

　当期純利益   △1,360  △1,360   △1,360

　自己株式の取得    △10 △10   △10

　自己株式の処分  △0  0 0   0

　株主資本以外の項目の連結
会計
　年度中の変動額(純額)

    ― 1,154 △4 1,150

連結会計年度中の変動額合
計
(百万円)

― △0 △1,807 △10 △1,817 1,154 △4 △667

平成19年12月31日残高(百万

円)
1,635 1 15,208△99 16,746 1,126 356 18,229
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

 

  

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益(損失：△) 463 △1,341
減価償却費  383 365
固定資産売却益  ― △863
固定資産売却損  0 0
固定資産除却損  7 2
有価証券売却益  ― △24
有価証券評価損  ― 155
投資有価証券売却益  △269 △55
投資有価証券売却損  1 5
投資有価証券償還益  △822 ―

投資有価証券償還損  ― 375
投資有価証券評価損  ― 306
連結調整勘定償却額  843 ―

負ののれん償却額  ― △18
貸倒引当金の増減額(減少：△)  12 △21
退職給付引当金の減少額  △183 △65
受取利息及び配当金  △814 △450
デリバティブ損益(利益：△)  △47 257
支払利息  109 130
為替差損  65 24
投資顧問手数料  ― 200
投資事業有限責任組合出資持分損
失

 42 19

売上債権の減少額  214 343
たな卸資産の増減額(増加：△)  561 △69
仕入債務の減少額  △83 △17
未払消費税等の増減額(減少：△)  30 △12
デリバティブ債務の減少額  △662 ―

預り保証金の減少額  △186 △133
その他  △826 △103
小計  △1,158 △989
利息及び配当金の受取額  797 766
利息の支払額  △108 △130
法人税等の支払額  △38 △167
営業活動によるキャッシュ・フロー  △508 △521
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前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △2 △2
定期預金の払戻による収入  2 2
有価証券の取得による支出  ― △1,266
有価証券の売却による収入  ― 606
有形固定資産の取得による支出  △363 △32
有形固定資産の売却による収入  1 1,035
無形固定資産の取得による支出  △100 △110
投資有価証券の取得による支出  △0 △2,541
投資有価証券の売却による収入  13 1,177
投資有価証券の満期償還による収
入

 5,009 9,010

投資事業有限責任組合出資持分の
減少に

よる収入

 ― 146

金融取引証拠金の増加による支出  △2,000 △10,427
金融取引証拠金の減少による収入  ― 4,577
短期貸付による支出  △31 △173
短期貸付金回収による収入  41 175
デリバティブ取引による支出  ― △617
デリバティブ取引による収入  ― 290
投資顧問手数料の支払による支出  ― △200
新規連結子会社株式の取得による
支出

 △999 ―

投資活動によるキャッシュ・フロー  1,570 1,650
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の減少額  △63 △3,058
配当金の支払額  △297 △444
少数株主への配当金の支払額  △10 △3
その他  △15 △10
財務活動によるキャッシュ・フロー  △386 △3,516

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  △65 18
Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少：
△)

 610 △2,368

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  9,979 10,787
Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物

　　の増加高
 197 ―

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高  10,787 8,419
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 

項目

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
１　連結の範囲に関する
事項

連結子会社の数　　７社
　下記の全子会社を連結してお
ります。
　ダントー㈱
　ダントープロダクツ㈱
　ダントーキャピタル㈱
　㈱カワオカタイル
　東日本ダントー㈱
　東海ダントー㈱
　西日本ダントー㈱
　このうち、ダントー㈱について
は、当社の会社分割に伴い新し
く設立したことにより、また、㈱
カワオカタイルについては、株
式取得により、当連結会計年度
より連結子会社に含めることと
しました。

連結子会社の数　　７社
　下記の全子会社を連結してお
ります。
　ダントー㈱
　ダントープロダクツ㈱
　ダントーキャピタル㈱
　㈱カワオカタイル
　東日本ダントー㈱
　東海ダントー㈱
　西日本ダントー㈱
　

２　持分法の適用に関す
る事項

持分法適用の関連会社数　　１社
　群馬タイル販売㈱

同左

３　連結子会社の事業年
度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日
は連結決算日と一致しておりま
す。

同左

４　会計処理基準に関す
る事項

(イ)重要な資産の評価基準及び
評価方法
　①　有価証券
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　…決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差
額は全部純資産直入法
により処理し、売却原
価は総平均法により算
定しております)

(イ)重要な資産の評価基準及び
評価方法
　①　有価証券
　　　売買目的有価証券
　　　…時価法(売却原価は総平均

法により算定しており
ます)

　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの

同左

 　　　　時価のないもの
　　　　…総平均法による原価法
　　　　　なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合
への出資(証券取引法第
２条第２項により有価証
券とみなされるもの)に
ついては、組合契約に規
定される決算報告日に応
じて入手可能な最近の決
算書を基礎とし、連結貸
借対照表については持分
相当額を純額で、連結損
益計算書については損益
項目の持分相当額を計上
する方法によっておりま
す。

　　　　時価のないもの
　　　　…総平均法による原価法
　　　　　なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合
への出資(金融商品取引
法第２条第２項により有
価証券とみなされるもの
)については、組合契約に
規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の
決算書を基礎とし、連結
貸借対照表については持
分相当額を純額で、連結
損益計算書については損
益項目の持分相当額を計
上する方法によっており
ます。
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 　②　デリバティブ
　　　…時価法

　②　デリバティブ
同左

 　③　たな卸資産
　　　…主として総平均法による

原価法

　③　たな卸資産
同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
 (ロ)重要な減価償却資産の減価

償却の方法
　①　有形固定資産
　　　定率法(ただし、平成10年４
月１日以降に取得した建物
(附属設備を除く)は定額法)
を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。

　　　建物及び構築物　　　３～50年
　　　機械装置及び運搬具　４～13

年

(ロ)重要な減価償却資産の減価
償却の方法
　①　有形固定資産
　　　定率法(ただし、平成10年４
月１日以降に取得した建物
(附属設備を除く)は定額法)
を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。

　　　建物及び構築物　　　15～50年
　　　機械装置及び運搬具　４～12
年

 　②　無形固定資産
　　　定額法を採用しております。
　　　なお、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における
利用可能期間(５年)に基づ
いております。

　②　無形固定資産
同左

 (ハ)重要な引当金の計上基準
　①　貸倒引当金
　　　売上債権、貸付金等の貸倒損
失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

(ハ)重要な引当金の計上基準
　①　貸倒引当金

同左

 　②　退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末にお
ける退職給付債務の見込額
に基づき計上しております。

　　　数理計算上の差異は、その発
生連結会計年度において処
理することとしております。

　②　退職給付引当金
同左

 (ニ)重要なリース取引の処理方
法
　　リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

(ニ)重要なリース取引の処理方
法

同左

 (ホ)その他連結財務諸表作成の
ための重要な事項
　①　消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会
計処理は税抜方式によって
おります。

(ホ)その他連結財務諸表作成の
ための重要な事項
　①　消費税等の会計処理

同左
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―――

　②　連結納税制度の適用
　　　当連結会計年度から連結納
税制度を適用しております。

　　　これによる損益に与える影
響は軽微であります。
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
５　連結子会社の資産及
び負債の評価に関す
る事項

　連結子会社の資産及び負債の
評価については、全面時価評価
法を採用しております。

同左

６　連結調整勘定の償却
に関する事項

　連結調整勘定の償却について
は、５年間で均等償却すること
としております。ただし、発生
した金額が僅少な場合には当
該連結会計年度の損益として
処理することとしております。

 
―――

７　のれん及び負ののれ
んの償却に関する事
項

 
―――

　のれん及び負ののれんの償却
については、５年間で均等償却
することとしております。ただ
し、発生した金額が僅少な場合
には当該連結会計年度の損益
として処理することとしてお
ります。

８　連結キャッシュ・フ
ロー計算書における
資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資から
なっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
 (固定資産の減損に係る会計基準)
　当連結会計年度から、「固定資産の減損に係
る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基
準の設定に関する意見書」(企業会計審議会　
平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指
針第６号　平成15年10月31日)を適用しており
ます。
　これによる損益に与える影響はありません。

 
―――

  
 (役員賞与に関する会計基準)
　当連結会計年度から、「役員賞与に関する会
計基準」(企業会計基準委員会　平成17年11月
29日　企業会計基準第４号)を適用しておりま
す。
　これによる損益に与える影響はありません。

 
―――

  
 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準)
　当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準
委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５
号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委
員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指
針第８号)を適用しております。
　これによる損益に与える影響はありません。
　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する
金額は18,535百万円であります。
　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計
年度における連結財務諸表は、改正後の連結財
務諸表規則により作成しております。

 
―――

  
 (自己株式及び準備金の額の減少等に関する
会計基準等の一部改正)
　当連結会計年度から、改正後の「自己株式及
び準備金の額の減少等に関する会計基準」(企
業会計基準委員会　最終改正平成18年８月11日
　企業会計基準第１号)及び「自己株式及び準
備金の額の減少等に関する会計基準の適用指
針」(企業会計基準委員会　最終改正平成17年
12月27日　企業会計基準適用指針第２号)を適
用しております。
　これによる損益に与える影響はありません。
　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計
年度における連結財務諸表は、改正後の連結財
務諸表規則により作成しております。

 
―――
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前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
 

―――
 (有形固定資産の減価償却方法の変更)
　法人税法の改正((所得税法等の一部を改正す
る法律　平成19年３月30日　法律第６号)及び
(法人税法施行令の一部を改正する政令　平成
19年３月30日　政令第83号))に伴い、当連結会
計年度から、平成19年４月１日以降に取得した
ものについては、改正後の法人税法に基づく方
法に変更しております。
　これによる損益に与える影響は軽微でありま
す。

 

表示方法の変更

 

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
 (連結貸借対照表関係)
　前連結会計年度において、流動資産の「その
他」に含めていた「未収入金」は、資産総額
の100分の５を超えたため、当連結会計年度よ
り区分掲記することとしました。
　なお、前連結会計年度の流動資産の「その
他」に含まれる「未収入金」は178百万円で
あります。

 (連結貸借対照表関係)
　前連結会計年度において、「固定負債」に表
示していた「連結調整勘定」は、当連結会計年
度から「負ののれん」と表示しております。

  
 

―――
 (連結損益計算書関係)
　前連結会計年度において、「営業外収益」に
表示していた「連結調整勘定償却額」は、当連
結会計年度から「負ののれん償却額」と表示
しております。
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―――

 (連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　前連結会計年度において、「営業活動による
キャッシュ・フロー」の「その他」に含めて
いた「固定資産売却益」（△15百万円）は重
要性が増加したため、当連結会計年度より区分
掲記することとしました。
　前連結会計年度において、「営業活動による
キャッシュ・フロー」に表示していた「連結
調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負
ののれん償却額」と表示しております。
　前連結会計年度において、「営業活動による
キャッシュ・フロー」に含めていた「デリバ
ティブ取引」（△71百万円）については、当連
結会計年度から「投資活動によるキャッシュ
・フロー」の部に表示しております。
　前連結会計年度において、「営業活動による
キャッシュ・フロー」に含めていた「投資顧
問手数料の支払による支出」（14百万円）に
ついては、当連結会計年度から「投資活動によ
るキャッシュ・フロー」の部に表示しており
ます。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

 

前連結会計年度

(平成18年12月31日)

当連結会計年度

(平成19年12月31日)
※１　担保資産及び担保付債務
　　　担保に供している資産は次のとおりであり
ます。

有価証券 2,359百万円
建物 20百万円
土地 20百万円
投資有価証券 6,775百万円
計 9,176百万円

　　　担保付債務はありません。

※１　担保資産及び担保付債務
　　　担保に供している資産は次のとおりであり
ます。

建物 18百万円
土地 20百万円
計 39百万円

　　　担保付債務はありません。

  
※２　関連会社に対するものは、次のとおりで
あります。
投資有価証券(株式) 76百万円

※２　関連会社に対するものは、次のとおりで
あります。
投資有価証券(株式) 77百万円

  
　３　受取手形割引高は、次のとおりでありま
す。
 82百万円

　３　受取手形割引高は、次のとおりでありま
す。
 122百万円

  
※４　連結会計年度末日満期手形の会計処理に
ついては、当連結会計年度末日及びその前
日は金融機関の休業日でありましたが、満
期日に決済が行われたものとして処理して
おります。その金額は次のとおりでありま
す。
受取手形 104百万円
支払手形 15百万円
割引手形 6百万円

※４　連結会計年度末日満期手形の会計処理に
ついては、当連結会計年度末日、その前日及
びその前々日は金融機関の休業日でありま
したが、満期日に決済が行われたものとし
て処理しております。その金額は次のとお
りであります。
受取手形 81百万円
支払手形 18百万円

  
　５　当社及び連結子会社(㈱カワオカタイル)
においては、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸
出コミットメント契約を締結しておりま
す。

　　　当連結会計年度末における当座貸越契約及
び貸出コミットメントに係る借入未実行残
高等は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

520百万円

借入実行残高 170百万円
差引額 350百万円

　５　当社及び連結子会社(㈱カワオカタイル)
においては、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸
出コミットメント契約を締結しておりま
す。

　　　当連結会計年度末における当座貸越契約及
び貸出コミットメントに係る借入未実行残
高等は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

520百万円

借入実行残高 190百万円
差引額 330百万円

  
 

―――
※６　遊休固定資産は、次のとおりであります。

建物及び構築物 293百万円
機械装置及び運搬具 10百万円
工具器具及び備品 0百万円
土地 13百万円
計 317百万円
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(連結損益計算書関係)

 

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

発送費 623百万円
広告宣伝費 177百万円
給料・手当 1,029百万円
退職給付引当金繰入額 △15百万円
賃借料 285百万円
減価償却費 184百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

発送費 585百万円
広告宣伝費 249百万円
給料・手当 996百万円
貸倒引当金繰入額 42百万円
退職給付引当金繰入額 32百万円
賃借料 302百万円
減価償却費 129百万円

  

　２　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

 142百万円
※２　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

 91百万円
  

※３　連結調整勘定一括償却額の内訳

㈱カワオカタイル株式取得
時に発生した連結調整勘定
の当連結会計年度末未償却
残高の一括償却額

785百万円

 

―――

  

※４　改革推進関連損失の内訳

福山センター閉鎖に伴う関
連費用

2百万円

 

―――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

Ⅰ　前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 30,000,000 ― ― 30,000,000

 

２　自己株式に関する事項

 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 186,105 30,253 740 215,618

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加　29,619株

持分法適用会社が取得した自己株式(当社株式)の当社帰属分　634株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買増請求による減少　740株

 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当
額(円)

基準日 効力発生日

平成18年３月
30日

定時株主総会
普通株式 298 10.00 平成17年12月

31日
平成18年３月

31日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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決議
株式の種
類

配当の原
資

配当金の総
額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成19年３月
29日

定時株主総会
普通株式

利益剰余
金

446 15.00平成18年12月
31日

平成19年３月
30日
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Ⅱ　当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 30,000,000 ― ― 30,000,000

 

２　自己株式に関する事項

 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 215,618 30,282 1,500 244,400

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加　29,306株

持分法適用会社が取得した自己株式(当社株式)の当社帰属分　976株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買増請求による減少　1,500株

 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当
額(円)

基準日 効力発生日

平成19年３月
29日

定時株主総会
普通株式 446 15.00 平成18年12月

31日
平成19年３月

30日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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決議 株式の種類
配当の原
資

配当金の総
額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成20年３月
28日

定時株主総会
普通株式

利益剰余
金

148 5.00平成19年12月
31日

平成20年３月
31日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との
関係
現金及び預金勘定 10,789百万円
預入期間が３か月を超える定
期預金

△2百万円

現金及び現金同等物 10,787百万円

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関
係
現金及び預金勘定 8,421百万円
預入期間が３か月を超える定
期預金

△2百万円

現金及び現金同等物 8,419百万円
  
２　株式の取得により新たに連結子会社と
なった会社の資産及び負債の主な内訳
　　株式の取得により新たに㈱カワオカタイル
を連結したことに伴う連結開始時の資産及
び負債の内訳並びに㈱カワオカタイル株式
の取得価額と㈱カワオカタイル取得のため
の支出(純額)との関係は次のとおりでありま
す。
流動資産 777百万円
固定資産 146百万円
連結調整勘定 856百万円
流動負債 △771百万円
固定負債 △8百万円
新規連結子会社の取得価額 999百万円
現金及び現金同等物 △197百万円
新規連結子会社取得のための
支出

802百万円

  
　

 
―――

  
 

―――
３　重要な非資金取引の内容
金融取引証拠金の減少額 1,482百万円
デリバティブ債務の減少額 1,482百万円
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(リース取引関係)

 

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
　リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

  

取得価額

 

相当額

(百万円)

 

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

 

期末残高

 

相当額

(百万円)
工具器具及び
備品

 49  46  3

       
　

  

取得価額

 

相当額

(百万円)

 

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

 

期末残高

 

相当額

(百万円)
工具器具及び
備品

 17  17  0

       

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法に
より算定しております。

　(注)　　　　　　　　 同左

  
　②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 2百万円
１年超 0百万円
合計 3百万円

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低いため、支
払利子込み法により算定しております。

　②　未経過リース料期末残高相当額
１年内 0百万円
１年超 ―百万円
合計 0百万円

　(注)　　　　　　　　 同左

  
　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 5百万円
減価償却費相当額 5百万円

　③　支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 2百万円
減価償却費相当額 2百万円

  
　④　減価償却費相当額の算定方法
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法
同左

 

次へ
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(有価証券関係)

前連結会計年度

有価証券
 

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成18年12月31日)

 

種類
取得原価

(百万円)

連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額

(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの
   

　①　株式 0 0 0

　②　債券    

　　　　外国債券 593 622 29

　③　その他 1,876 3,224 1,348

小計 2,470 3,847 1,377

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの
   

　①　株式 27 24 △2

　②　債券    

　　　　外国債券 9,392 8,512 △879

　③　その他 ― ― ―

小計 9,419 8,537 △882

合計 11,890 12,385 494

 

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

1,127 229 ―

 

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年12月31日)

 

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

　　その他有価証券  

　　　非上場株式 438

　　　投資事業有限責任組合出資持分 302

 

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成18年12月31日)

 

種類
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

　①　債券     

　　　　外国債券 2,362 ― ― 6,650

　②　その他 ― 590 ― ―

合計 2,362 590 ― 6,650

(注)　外貨建の有価証券については、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算しております。
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当連結会計年度

有価証券
 

１　売買目的有価証券(平成19年12月31日)

 

連結貸借対照表計上額(百万円) 562

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額(百万

円)
△155

 

２　その他有価証券で時価のあるもの(平成19年12月31日)

 

種類
取得原価

(百万円)

連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額

(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの
   

　①　株式 ― ― ―

　②　債券    

　　　　外国債券 841 904 63

　③　その他 3,640 5,539 1,899

小計 4,481 6,443 1,962

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの
   

　①　株式 17 16 △0

　②　債券    

　　　　外国債券 366 345 △20

　③　その他 ― ― ―

小計 383 361 △21

合計 4,865 6,805 1,940

 

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

190 55 5

 

４　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年12月31日)

 

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

　　その他有価証券  

　　　非上場株式 341

　　　投資事業有限責任組合出資持分 94
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５　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成19年12月31日)

 

種類
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

　①　債券     

　　　　外国債券 ― ― ― ―

　②　その他 ― 565 ― ―

合計 ― 565 ― ―

(注)　外貨建の有価証券については、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算しております。
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

 

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(1) 取引の内容

　　為替予約取引

　　金利スワップ取引

　　株価指数先物取引

　　為替先物(先渡)取引

　　オプション取引(株価指数・為替)

(1) 取引の内容

同左

  

(2) 取引に対する取組方針及び利用目的

　　当社グループでは、通常の営業取引に伴う外貨建債

権債務に係る為替変動リスクをヘッジするため、為

替予約取引を行っております。また、平成18年７月１

日の会社分割に伴い投資運用部門を事業承継したダ

ントーキャピタル株式会社においては、金利スワッ

プ取引、株価指数先物取引、為替先物(先渡)取引、オ

プション取引(株価指数・為替)を実施しており、デ

リバティブ取引を有価証券等のリスクヘッジに利用

するだけでなく、トレーディングによる収益獲得を

目的として利用しております。

(2) 取引に対する取組方針及び利用目的

　　当社グループは、金利スワップ取引、株価指数先物取

引、為替先物(先渡)取引、オプション取引(株価指数

・為替)を実施しており、デリバティブ取引を有価証

券等のリスクヘッジに利用するだけでなく、トレー

ディングによる収益獲得を目的として利用しており

ます。

  

(3) 取引に係るリスクの内容

　　当社グループが利用している通貨、金利及び株式関

連デリバティブ取引は、為替、金利及び株価変動によ

るリスクを有しております。なお、当社グループのデ

リバティブ取引の契約先は信用度の高い国内外の金

融機関であるため、相手方の契約不履行によるリス

クはほとんどないと認識しております。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

  

(4) 取引に係るリスク管理体制

　　当社グループのデリバティブ取引は、主としてダン

トーキャピタル株式会社において、月２回開催する

投資戦略会議にて決定されたリスク限度額と投資方

針に基づき計画され、当社の経理部門が確認後、所定

の決裁手続を経て実施されております。取引実施後

も常にマーケット環境及び時価の状況について、実

施のリスク額を日々モニターし、経営者に報告する

ことにより、適切なリスク管理に努めております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

　　当社グループのデリバティブ取引は、主としてダン

トーキャピタル株式会社において、投資顧問契約を

結んでいる投資顧問会社からの専門的な助言に基づ

き計画し、投資戦略会議にて決定されたリスク限度

額と投資方針に基づき、当社の経理部門が確認後、所

定の決裁手続を経て実施されております。取引実施

後も常にマーケット環境及び時価の状況について、

実施のリスク額を日々モニターし、経営者に報告す

ることにより、適切なリスク管理に努めております。

  

(5) 「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等

　　特記事項はありません。

(5) 「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等

同左
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２　取引の時価等に関する事項

 

(1) 通貨関連

 
前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

為替予約取引         

買建
　米ドル

 
195

 
136

 
27

 
33

 
136

 
78

 
15

 
22

為替先物取引         

売建
　米ドル

 
―

 
―

 
―

 
―

 
2,816

 
―

 
2,809

 
△7

買建
　米ドル

 
―

 
―

 
―

 
―

 
2,821

 
―

 
2,824

 
3

合計 ― ― 27 33 ― ― 5,649 18

(注)　時価の算定方法

デリバティブ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。

 

(2) 金利関連

 
前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

金利スワップ取引
千ドル

 
100,000

 
 
―

  
 

 
―

 
 
―

  

米ドル(受取変動)
△1,482△1,482 ― ―

米ドル(支払変動)

金利スワップ取引         

円 (受取変動)
200 ― △0 △0 200 ― △0 △0

円 (支払固定)

合計 ― ― △1,481△1,481 ― ― △0 △0

(注)　時価の算定方法

デリバティブ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。
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(3) 株式関連

 
前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

株価指数先物取引         

売建 1,634 ― △1,727△93 ― ― ― ―

買建 2,368 ― 2,417 48 ― ― ― ―

株価指数オプション
取引

        

売建 34 ― △41 △7 ― ― ― ―

買建 5 ― 1 △3 ― ― ― ―

合計 ― ― 651 △54 ― ― ― ―

(注)　時価の算定方法

デリバティブ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。
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(退職給付関係)

前連結会計年度

 

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、従業員の

退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 
２　退職給付債務に関する事項(平成18年12月31日)
イ　退職給付債務 △750百万円
ロ　年金資産 ―百万円
ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △750百万円
ニ　未認識数理計算上の差異 ―百万円
ホ　未認識過去勤務債務 ―百万円
へ　連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △750百万円
ト　前払年金費用 ―百万円
チ　退職給付引当金(へ－ト) △750百万円
  

　　(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
 
３　退職給付費用に関する事項(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)
イ　勤務費用 50百万円
ロ　利息費用 16百万円
ハ　期待運用収益 ―百万円
ニ　数理計算上の差異の費用処理額 △94百万円
ホ　過去勤務債務の費用処理額 ―百万円
へ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) △26百万円
  

　　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務費用」に計上し
ております。
 
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
ロ　割引率 2.0％
ハ　期待運用収益率 ―
ニ　過去勤務債務の額の処理年数 ―
ホ　数理計算上の差異の処理年数 発生連結会計年度において処理することとし

ております。
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当連結会計年度

 

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、従業員の

退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 
２　退職給付債務に関する事項(平成19年12月31日)
イ　退職給付債務 △685百万円
ロ　年金資産 ―百万円
ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △685百万円
ニ　未認識数理計算上の差異 ―百万円
ホ　未認識過去勤務債務 ―百万円
へ　連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △685百万円
ト　前払年金費用 ―百万円
チ　退職給付引当金(へ－ト) △685百万円
  

　　(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
 
３　退職給付費用に関する事項(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
イ　勤務費用 43百万円
ロ　利息費用 13百万円
ハ　期待運用収益 ―百万円
ニ　数理計算上の差異の費用処理額 △15百万円
ホ　過去勤務債務の費用処理額 ―百万円
へ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 41百万円
  

　　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務費用」に計上し
ております。
 
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
ロ　割引率 2.0％
ハ　期待運用収益率 ―
ニ　過去勤務債務の額の処理年数 ―
ホ　数理計算上の差異の処理年数 発生連結会計年度において処理することとし

ております。

 

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

 

前連結会計年度

(平成18年12月31日)

当連結会計年度

(平成19年12月31日)
１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主
な原因別の内訳
繰延税金資産  
税務上の繰越欠損金 1,878百万円
退職給付引当金損金算入限度
超過額

304百万円

その他 81百万円
繰延税金資産小計 2,264百万円

評価性引当額
△2,264百万
円

繰延税金資産合計 ―百万円
繰延税金負債  
その他有価証券評価差額金 △577百万円
固定資産圧縮積立金 △4百万円
繰延税金負債合計 △582百万円
繰延税金負債の純額 △582百万円
  

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主
な原因別の内訳
繰延税金資産  
税務上の繰越欠損金 2,529百万円
退職給付引当金 312百万円
投資有価証券評価損 99百万円
その他 65百万円
繰延税金資産小計 3,006百万円

評価性引当額
△3,006百万
円

繰延税金資産合計 ―百万円
繰延税金負債  
その他有価証券評価差額金 △820百万円
固定資産圧縮積立金 △4百万円
繰延税金負債合計 △825百万円
繰延税金負債の純額 △825百万円
  

　(注)　当連結会計年度における繰延税金資産
の純額は、連結貸借対照表の以下の項
目に含まれております。
流動資産－繰延税金資産―百万円
固定資産－繰延税金資産―百万円
流動負債－繰延税金負債―百万円
固定負債－繰延税金負債△582百万円

　(注)　当連結会計年度における繰延税金資産
の純額は、連結貸借対照表の以下の項
目に含まれております。
流動資産－繰延税金資産―百万円
固定資産－繰延税金資産―百万円
流動負債－繰延税金負債―百万円
固定負債－繰延税金負債△825百万円

  
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税
等の負担率との間に重要な差異があるとき
の、当該差異の原因となった主要な項目別の
内訳
  
法定実効税率 40.0％
(調整)  
税務上の繰越欠損金の利用 △58.3％
受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 △3.1％

欠損金子会社の未認識税務利益 45.7％
子会社との税率差 7.4％
住民税均等割額等 4.3％
その他 △0.9％
税効果会計適用後の法人税等の負
担率 35.1％

  
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税
等の負担率との間に重要な差異があるとき
の、当該差異の原因となった主要な項目別の
内訳
　　税金等調整前当期純損失を計上したため、法
定実効税率と法人税等の負担率との差異の
原因は記載しておりません。

  
 

―――
３　法定実効税率の変更
　　当連結会計年度から、繰延税金負債の計算に
使用した法定実効税率を前事業年度の40.0％
から41.7％に変更しております。
　　当該法定実効税率の変更に伴い、当事業年度
の繰延税金負債の金額が29百万円増加し、そ
の他有価証券評価差額金が29百万円減少し
ております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)及び当連結会計年度(自　平
成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

全セグメントの売上高の合計、営業損益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設用
陶磁器等の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略
しております。

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)及び当連結会計年度(自　平
成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

「セグメント情報の開示基準」に規定された、本国以外の国又は地域に所在する連結子会社がな
いため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)及び当連結会計年度(自　平
成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

　　役員及び個人主要株主等

 

属性

会社等

の名称

住所

資本金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容

取引金額

(百万円)

科目

期末残高

(百万円)
役員の

兼任等

事業上

の関係

役員及び
その近親
者

加藤友保 ― ―

当社代表取
締役会長
淡路交通㈱
及びその子
会社３社の
代表取締役
会長

被所有
　直接5.11％

― ―

淡路交通㈱
に対する土
地賃借料の
支払他
(注)１
(注)２

26 ― ―

加藤友彦 ― ―

当社代表取
締役社長
淡路交通㈱
及びその子
会社３社の
代表取締役
社長

被所有
　直接2.78％

― ―

淡路交通㈱
に対する土
地賃借料の
支払他
(注)１
(注)２

26 ― ―
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役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱コン
フォートメ
ディア
(注)３

東京都
世田谷
区

40
建築、内装
の設計施工

なし

兼任

1名

役務の
受入

製品開発顧
問料他
(注)４

24 ― ―

(注) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

　 取引条件及び取引条件の決定方針等

１　近隣の地代等を参考にして同等の価格によっております。

２　加藤友保及び加藤友彦が第三者(淡路交通㈱及びその子会社３社)の代表者として行った取引
であります。

３　当社役員 小原　淳が議決権の95％を直接所有しております。

４　通例的実勢価格を参考に採算性を勘案の上、決定しております。
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当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　　役員及び個人主要株主等

 

属性

会社等

の名称

住所

資本金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容

取引金額

(百万円)

科目

期末残高

(百万円)
役員の

兼任等

事業上

の関係

役員及び
その近親
者

加藤友保 ― ―

当社代表取
締役会長
大阪淡路交
通㈱の代表
取締役会長

被所有
　直接5.12％

― ―

大阪淡路交
通㈱に対す
る土地賃借
料の支払他
(注)１
(注)２

22 ― ―

加藤友彦 ― ―

当社代表取
締役社長
大阪淡路交
通㈱の代表
取締役社長

被所有
　直接2.78％

― ―

大阪淡路交
通㈱に対す
る土地賃借
料の支払他
(注)１
(注)２

22 ― ―

(注) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

　 取引条件及び取引条件の決定方針等

１　近隣の地代等を参考にして同等の価格によっております。

２　加藤友保及び加藤友彦が第三者(大阪淡路交通㈱)の代表者として行った取引であります。

 

(企業結合等関係)

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 622円33銭 １株当たり純資産額 600円65銭

１株当たり当期純利益金額 10円03銭 １株当たり当期純損失金額 45円69銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額については、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。
 (追加情報)
　当連結会計年度から、改正後の「１株当たり
当期純利益に関する会計基準」(企業会計基
準委員会　最終改正平成18年１月31日　企業会
計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用指針」(企業会計基
準委員会　最終改正平成18年１月31日　企業会
計基準適用指針第４号)を適用しております。
　これによる影響はありません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額については、１株当たり当期純損失であ
り、また、潜在株式が存在しないため記載して
おりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

 
前連結会計年度末

(平成18年12月31日)

当連結会計年度末

(平成19年12月31日)
連結貸借対照表の純資産の部の合
計額
(百万円)

18,896 18,229

普通株式に係る純資産額(百万円) 18,535 17,872

連結貸借対照表の純資産の部の合
計額と１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式に係る連結
会計年度末の純資産額との差額の
主な内訳(百万円)
少数株主持分 360 356

普通株式の発行済株式数(千株) 30,000 30,000

普通株式の自己株式数(千株) 215 244

１株当たり純資産額の算定に用い
られた
普通株式の数(千株)

29,784 29,755

 

２　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額
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前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
当期純利益又は当期純損失(△)(百
万円) 298 △1,360

普通株主に帰属しない金額(百万円
) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当
期純損失(△)(百万円) 298 △1,360

普通株式の期中平均株式数(千株) 29,798 29,769
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(重要な後発事象)

 

前連結会計年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
 

―――
　平成20年１月11日に下記の当社所有の固定資
産を株式会社都市環境研究所に譲渡いたしま
した。
　１．譲渡の理由
　　　資産の効率化を図るため
　２．譲渡資産の内容
　　　資産の内容　　　土地（42,261.3㎡）
　　　所在地　　　　　広島県福山市駅家町上山守
　　　　　　　　　　　450番５他
　　　帳簿価額　　　　　 45百万円
　　　譲渡価額　　　　1,100百万円
　３．譲渡先の概要
　　　商号　　　　　　株式会社都市環境研究所
　　　本店所在地　　　広島県福山市幕山台二丁目
　　　　　　　　　　　35番26号
　　　代表者　　　　　代表取締役　西村　啓二
　　　資本金　　　　　　 10百万円
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 11,293 8,235 1.5 ―

その他の有利子負債

　預り保証金(１年超)

 

1,640

 

1,507

 

0.7

 

―

計 12,934 9,742 ― ―

(注) １　「平均利率」については、当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　その他の有利子負債「預り保証金」は営業取引保証金であり、営業取引の継続中は原則とし
て返済を予定していないため、契約上連結決算日後５年間における返済予定額はありません。

 

(2) 【その他】

①　重要な訴訟事件等

当社の連結子会社でありますダントーキャピタル株式会社は、メリルリンチ日本証券株式会社に
対し金利スワップ取引の債務不存在確認等を求め、平成19年５月18日に東京地方裁判所に訴状を
提出(訴訟額16億６千万円)し、現在係争中であります。

なお、本訴訟額は、当連結会計年度以前において費用処理済であります。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

 

  
前事業年度

(平成18年12月31日)
当事業年度

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   8,940   7,191  

２　関係会社短期貸付金   ―   250  

３　デリバティブ債権   33   22  

４　未収入金   1,386   144  

５　その他   20   22  

流動資産合計   10,37933.8  7,63126.5

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物 ※２ 4,385   4,047   

減価償却累計額  2,940 1,444  2,764 1,283  

(2) 構築物 ※２ 121   55   

減価償却累計額  99 22  49 5  

(3) 機械及び装置 ※２ 113   109   

減価償却累計額  100 12  98 10  

(4) 車両及び運搬具 ※２ 2   2   

減価償却累計額  2 0  2 0  

(5) 工具・器具・備品 ※２ 114   81   

減価償却累計額  79 34  57 23  

(6) 土地 ※２  208   151  

有形固定資産合計   1,722 5.6  1,474 5.1

２　無形固定資産        

(1) ソフトウェア   138   131  

(2) 電話加入権等   146   239  

無形固定資産合計   284 0.9  370 1.3

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   3,224   4,193  

(2) 関係会社株式   15,060   15,060  

(3) 差入保証金   46   46  

投資その他の資産合計   18,33159.7  19,30067.1

固定資産合計   20,33966.2  21,14573.5

資産合計   30,719100.0  28,777100.0
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前事業年度

(平成18年12月31日)
当事業年度

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　短期借入金   11,000   8,000  

２　未払金   48   126  

３　未払費用   1   2  

４　未払法人税等   18   8  

５　前受金   ―   52  

６　預り金   116   116  

７　従業員預り金   1   2  

８　その他   53   100  

流動負債合計   11,24036.6  8,40829.2

Ⅱ　固定負債        

１　繰延税金負債   539   722  

２　退職給付引当金   33   34  

３　預り保証金   123   123  

固定負債合計   695 2.3  880 3.1

負債合計   11,93638.9  9,28832.3

        

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   1,635 5.3  1,635 5.7

２　資本剰余金        

(1) その他資本剰余金  0   0   

資本剰余金合計   0 0.0  0 0.0

３　利益剰余金        

(1) 利益準備金  408   408   

(2) その他利益剰余金        

配当積立金  900   900   

別途積立金  14,400   14,400   

繰越利益剰余金  712   1,227   

利益剰余金合計   16,42153.5  16,93658.8

４　自己株式   △83 △0.3  △93 △0.3

株主資本合計   17,97358.5  18,47864.2

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価
　　差額金

  808 2.6  1,009 3.5

評価・換算差額等合計   808 2.6  1,009 3.5

純資産合計   18,78261.1  19,48867.7

負債純資産合計   30,719100.0  28,777100.0
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② 【損益計算書】

 

  
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※６  4,169100.0  659100.0

Ⅱ　売上原価        

１　期首製品たな卸高  2,248   ―   

２　当期製品製造原価  1,036   ―   

３　外注製品仕入高  1,772   ―   

４　他勘定受入高 ※１ 226   338   

合計  5,284   338   

５　他勘定振替高  31   ―   

６　会社分割に伴う減少高  2,216   ―   

７　期末製品たな卸高  ― 3,03672.8 ― 338 51.3

売上総利益   1,13227.2  320 48.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  1,59138.2  271 41.2

　　　営業利益   ― ―  49 7.5

営業損失   458△11.0  ― ―

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  243   83   

２　有価証券利息  280   ―   

３　受取配当金  21   ―   

４　為替差益  ―   6   

５　デリバティブ利益  579   91   

６　雑収入  62 1,18828.5 4 185 28.1

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  104   116   

２　売上割引  5   ―   

３　為替差損  65   ―   

４　固定資産除却損等  2   0   

５　投資顧問手数料  14   ―   

６　減価償却費  ―   20   

７　雑支出  82 274 6.6 ― 137 20.8

経常利益   455 10.9  97 14.8

Ⅵ　特別利益        

１　投資有価証券償還益  822   ―   

２　投資有価証券売却益  229   ―   

３　固定資産(土地)売却益  15 1,06725.6 863 863131.0

Ⅶ　特別損失        

１　関係会社株式評価損 ※４ 816   ―   

２　訴訟和解金等  48   ―   

３　改革推進関連損失 ※５ 2 867 20.8 ― ― ―

税引前当期純利益   655 15.7  960145.8

法人税、住民税
及び事業税

 9   △0   

法人税等調整額  ― 9 0.2 ― △0 △0.1
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当期純利益   645 15.5  961145.9
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製造原価明細書

 

  
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  466 45.7 ― ―

Ⅱ　労務費  216 21.2 ― ―

Ⅲ　経費 ※ 338 33.1 ― ―

当期総製造費用  1,021 100.0 ― ―

期首仕掛品たな卸高  120  ―  

　合計  1,142  ―  

会社分割に伴う減少高  105  ―  

期末仕掛品たな卸高  ―  ―  

当期製品製造原価  1,036  ―  

(注)　※主な内訳は、次のとおりであります。

 

項目 前事業年度 当事業年度

外注加工費(百万円)  67 ―

減価償却費(百万円)  68 ―

修繕料(百万円)  49 ―

電力水道料(百万円)  67 ―

 

(原価計算の方法)

当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計算であります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本

剰余金

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計配当積立金 別途積立金

繰越利益

剰余金

平成17年12月31日残高(百万円) 1,635 0 408 900 15,000 △235 16,073

事業年度中の変動額        

　剰余金の配当      △298 △298

　別途積立金の取崩     △600 600 ―

　当期純利益      645 645

　自己株式の取得       ―

　自己株式の処分  0     ―

　株主資本以外の項目の事業年度中

　の変動額(純額)

      ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― 0 ― ― △600 947 347

平成18年12月31日残高(百万円) 1,635 0 408 900 14,400 712 16,421

 

 
株主資本

評価・換算

差額等 純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券評
価差額金

平成17年12月31日残高(百万円) △70 17,639 111 17,750

事業年度中の変動額     

　剰余金の配当  △298  △298

　別途積立金の取崩  ―  ―

　当期純利益  645  645

　自己株式の取得 △13 △13  △13

　自己株式の処分 0 0  0

　株主資本以外の項目の事業年度中

　の変動額(純額)

 ― 697 697

事業年度中の変動額合計(百万円) △13 334 697 1,032

平成18年12月31日残高(百万円) △83 17,973 808 18,782
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当事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本

剰余金

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計配当積立金 別途積立金

繰越利益

剰余金

平成18年12月31日残高(百万円) 1,635 0 408 900 14,400 712 16,421

事業年度中の変動額        

　剰余金の配当      △446 △446

　当期純利益      961 961

　自己株式の取得       ―

　自己株式の処分  △0     ―

　株主資本以外の項目の事業年度中

　の変動額(純額)

      ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― △0 ― ― ― 514 514

平成19年12月31日残高(百万円) 1,635 0 408 900 14,400 1,227 16,936

 

 
株主資本

評価・換算

差額等 純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券評
価差額金

平成18年12月31日残高(百万円) △83 17,973 808 18,782

事業年度中の変動額     

　剰余金の配当  △446  △446

　当期純利益  961  961

　自己株式の取得 △10 △10  △10

　自己株式の処分 0 0  0

　株主資本以外の項目の事業年度中

　の変動額(純額)

 ― 200 200

事業年度中の変動額合計(百万円) △9 504 200 705

平成19年12月31日残高(百万円) △93 18,478 1,009 19,488
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重要な会計方針

 

項目

前事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
１　有価証券の評価基準
及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株
式
　　…総平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株
式

同左
 (2) その他有価証券

　　①　時価のあるもの
　　　　…期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額
は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価
は総平均法により算定
しております)

(2) その他有価証券
　　①　時価のあるもの

同左

 　　②　時価のないもの
　　　　…総平均法による原価法
　　　　　なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合
への出資(証券取引法第
２条第２項により有価証
券とみなされるもの)に
ついては、組合契約に規
定される決算報告日に応
じて入手可能な最近の決
算書を基礎とし、貸借対
照表については持分相当
額を純額で、損益計算書
については損益項目の持
分相当額を計上する方法
によっております。

　　②　時価のないもの
　　　　…総平均法による原価法

２　デリバティブ等の評
価基準及び評価方法

　デリバティブ
　…時価法

　デリバティブ
同左

３　たな卸資産の評価基
準及び評価方法

　総平均法による原価法 同左

４　固定資産の減価償却
の方法

(1) 有形固定資産
　　定率法(ただし、平成10年４月
１日以降に取得した建物(附
属設備を除く)については定
額法)を採用しております。
　　なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。
　　建物　　　　　７～50年
　　機械及び装置　　　12年

(1) 有形固定資産
　　定率法(ただし、平成10年４月
１日以降に取得した建物(附
属設備を除く)については定
額法)を採用しております。
　　なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。
　　建物　　　　　17～50年
　　機械及び装置　　　12年

 (2) 無形固定資産
　　定額法を採用しております。
　　なお、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における
利用可能期間(５年)に基づい
ております。

(2) 無形固定資産
同左
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項目

前事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸倒損
失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計
上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

 (2) 退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末における
退職給付債務の見込額に基づ
き計上しております。
　　数理計算上の差異は、その発
生事業年度において処理する
こととしております。

(2) 退職給付引当金
同左

６　リース取引の処理方
法

　リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処
理によっております。

同左

７　その他財務諸表作成
のための基本となる
重要な事項

(1) 消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会
計処理は、税抜方式によって
おります。

(1) 消費税等の会計処理
同左

  
―――

(2) 連結納税制度の適用
　　当事業年度から連結納税制
度を適用しております。
　　これによる損益に与える影
響は軽微であります。
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会計方針の変更

 

前事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
 (固定資産の減損に係る会計基準)
　当事業年度から、「固定資産の減損に係る会
計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」(企業会計審議会　平成
14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第
６号　平成15年10月31日)を適用しております。
　これによる損益に与える影響はありません。

 
―――

  
 (役員賞与に関する会計基準)
　当事業年度から、「役員賞与に関する会計基
準」(企業会計基準委員会　平成17年11月29日　
企業会計基準第４号)を適用しております。
　これによる損益に与える影響はありません。

 
―――

  
 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準)
　当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員
会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号)及
び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会
　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第
８号)を適用しております。
　これによる損益に与える影響はありません。
　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する
金額は18,782百万円であります。
　財務諸表等規則の改正により、当事業年度に
おける財務諸表は、改正後の財務諸表等規則
により作成しております。

 
―――

  
 (自己株式及び準備金の額の減少等に関する
会計基準等の一部改正)
　当事業年度から、改正後の「自己株式及び準
備金の額の減少等に関する会計基準」(企業会
計基準委員会　最終改正平成18年８月11日　企
業会計基準第１号)及び「自己株式及び準備金
の額の減少等に関する会計基準の適用指針」
(企業会計基準委員会　最終改正平成17年12月
27日　企業会計基準適用指針第２号)を適用し
ております。
　これによる損益に与える影響はありません。
　財務諸表等規則の改正により、当事業年度に
おける財務諸表は、改正後の財務諸表等規則に
より作成しております。

 
―――
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―――

 (有形固定資産の減価償却方法の変更)
　法人税法の改正((所得税法等の一部を改正す
る法律　平成19年３月30日　法律第６号)及び
(法人税法施行令の一部を改正する政令　平成
19年３月30日　政令第83号))に伴い、当事業年
度から、平成19年４月１日以降に取得したも
のについては、改正後の法人税法に基づく方
法に変更しております。
　これによる損益に与える影響は軽微であり
ます。
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表示方法の変更

 

前事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
 (貸借対照表関係)
　前事業年度において、流動資産の「その他」
に含めていた「未収入金」は、資産総額の100
分の５を超えたため、当事業年度より区分掲記
することとしました。
　なお、前事業年度の流動資産の「その他」に
含まれる「未収入金」は376百万円でありま
す。

 
―――
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注記事項

(貸借対照表関係)

 

前事業年度

(平成18年12月31日)

当事業年度

(平成19年12月31日)
　１　当社は、運転資金の効率的な調達を行うた
め取引銀行１行と当座貸越契約及び貸出コ
ミットメント契約を締結しております。

　　　当事業年度末における当座貸越契約及び貸
出コミットメントに係る借入未実行残高等
は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

300百万円

借入実行残高 ―百万円
差引額 300百万円

　１　当社は、運転資金の効率的な調達を行うた
め取引銀行１行と当座貸越契約及び貸出コ
ミットメント契約を締結しております。

　　　当事業年度末における当座貸越契約及び貸
出コミットメントに係る借入未実行残高等
は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

300百万円

借入実行残高 ―百万円
差引額 300百万円

  
 

―――
※２　遊休固定資産は、次のとおりであります。

建物 287百万円
構築物 5百万円
機械及び装置 10百万円
車両及び運搬具 0百万円
工具・器具・備品 0百万円
土地 13百万円
計 317百万円

 

(損益計算書関係)

 

前事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
※１　他勘定受入高の内容

販売費及び一般管理費 226百万円
※１　他勘定受入高の内容

販売費及び一般管理費 338百万円
  

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目
及び金額
発送費 273百万円
広告宣伝費 91百万円
給料・手当 328百万円
退職給付引当金繰入額 7百万円
賃借料 134百万円
減価償却費 82百万円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目
及び金額
広告宣伝費 0百万円
役員報酬 48百万円
給料・手当 15百万円
退職給付引当金繰入額 0百万円
手数料 54百万円
賃借料 54百万円
租税公課 50百万円
減価償却費 16百万円

販売費に属する費用のおおよその割
合

60％

一般管理費に属する費用のおおよそ
の割合

40％

販売費に属する費用のおおよその
割合

0％

一般管理費に属する費用のおおよ
その割合

100％
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　３　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

 64百万円
 

―――
  

※４　関係会社株式評価損の内訳

㈱カワオカタイル株式評
価損

816百万円

 
―――

EDINET提出書類

ダントーホールディングス株式会社(E01141)

有価証券報告書

 91/112



 

前事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
※５　改革推進関連損失の内訳

福山センター閉鎖に伴う関
連費用 2百万円

 
―――

  
 

―――

※６　関係会社に対する事項
売上高 451百万円

 

(株主資本等変動計算書関係)

Ⅰ　前事業年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

自己株式に関する事項

 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 173,393 29,619 740 202,272

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加　29,619株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買増請求による減少　740株

 

Ⅱ　当事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

自己株式に関する事項

 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 202,272 29,306 1,500 230,078

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加　29,306株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買増請求による減少　1,500株
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(リース取引関係)

 

前事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
　リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

  

取得価額

 

相当額

(百万円)

 

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

 

期末残高

 

相当額

(百万円)
工具・器具・
備品

 45  43  1

       
　

  

取得価額

 

相当額

(百万円)

 

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

 

期末残高

 

相当額

(百万円)
工具・器具・
備品

 13  13  ―

       
　

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法に
より算定しております。

　(注)　　　　　　　　 同左

  
　②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 1百万円
１年超 ―百万円
合計 1百万円

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低いため、支
払利子込み法により算定しております。

　②　未経過リース料期末残高相当額
１年内 ―百万円
１年超 ―百万円
合計 ―百万円

  
　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 4百万円
減価償却費相当額 4百万円

　③　支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 1百万円
減価償却費相当額 1百万円

  
　④　減価償却費相当額の算定方法
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法
同左

 

(有価証券関係)

 

前事業年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)及び当事業年度(自　平成19年１月１
日　至　平成19年12月31日)のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
はありません。
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(税効果会計関係)

 

前事業年度

(平成18年12月31日)

当事業年度

(平成19年12月31日)
１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主
な原因別の内訳
繰延税金資産  
税務上の繰越欠損金 1,605百万円
退職給付引当金損金算入限度
超過額

13百万円

未払事業税否認 4百万円
その他 3百万円
繰延税金資産小計 1,626百万円

評価性引当額
△1,626百万
円

繰延税金資産合計 ―百万円
繰延税金負債  
その他有価証券評価差額金 △539百万円
繰延税金負債合計 △539百万円
繰延税金負債の純額 △539百万円
  

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主
な原因別の内訳
繰延税金資産  
税務上の繰越欠損金 1,340百万円
退職給付引当金 14百万円
未払事業税 3百万円
その他 1百万円
繰延税金資産小計 1,360百万円

評価性引当額
△1,360百万
円

繰延税金資産合計 ―百万円
繰延税金負債  
その他有価証券評価差額金 △722百万円
繰延税金負債合計 △722百万円
繰延税金負債の純額 △722百万円
  

  
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税
等の負担率との間に重要な差異があるとき
の、当該差異の原因となった主要な項目別の
内訳
法定実効税率 40.0％
(調整)  
税務上の繰越欠損金の利用 △38.2％
受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 △2.2％

住民税均等割額等 1.3％
その他 0.5％
税効果会計適用後の法人税等の負
担率 1.4％

  

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税
等の負担率との間に重要な差異があるとき
の、当該差異の原因となった主要な項目別の
内訳
法定実効税率 41.7％
(調整)  
評価性引当額の減少 △33.5％
受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 △6.5％

法定実効税率の変更 △1.4％
その他 △0.4％
税効果会計適用後の法人税等の負
担率 △0.1％

  
  
 

―――
３　法定実効税率の変更
　　当事業年度から、繰延税金負債の計算に使用
した法定実効税率を前事業年度の40.0％から
41.7％に変更しております。
　　当該法定実効税率の変更に伴い、当事業年度
の繰延税金負債の金額が29百万円増加し、そ
の他有価証券評価差額金が29百万円減少し
ております。

 

(企業結合等関係)

当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

前事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 630円34銭 １株当たり純資産額 654円64銭

１株当たり当期純利益金額 21円66銭 １株当たり当期純利益金額 32円29銭
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額については、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。
 (追加情報)
　当事業年度から、改正後の「１株当たり当期
純利益に関する会計基準」(企業会計基準委
員会　最終改正平成18年１月31日　企業会計基
準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」(企業会計基準委
員会　最終改正平成18年１月31日　企業会計基
準適用指針第４号)を適用しております。
　これによる影響はありません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額については、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。
 

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

 
前事業年度末

(平成18年12月31日)

当事業年度末

(平成19年12月31日)
貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円) 18,782 19,488

普通株式に係る純資産額(百万円) 18,782 19,488

普通株式の発行済株式数(千株) 30,000 30,000

普通株式の自己株式数(千株) 202 230

１株当たり純資産額の算定に用い
られた
普通株式の数(千株)

29,797 29,769

２　１株当たり当期純利益金額

 

前事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)

当期純利益(百万円) 645 961

普通株主に帰属しない金額(百万円
) ― ―
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普通株式に係る当期純利益(百万円
) 645 961

普通株式の期中平均株式数(千株) 29,811 29,783
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(重要な後発事象)

 

前事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
 

―――
　平成20年１月11日に下記の当社所有の固定資
産を株式会社都市環境研究所に譲渡いたしま
した。
　１．譲渡の理由
　　　資産の効率化を図るため
　２．譲渡資産の内容
　　　資産の内容　　　土地（42,261.3㎡）
　　　所在地　　　　　広島県福山市駅家町上山守
　　　　　　　　　　　450番５他
　　　帳簿価額　　　　　 45百万円
　　　譲渡価額　　　　1,100百万円
　３．譲渡先の概要
　　　商号　　　　　　株式会社都市環境研究所
　　　本店所在地　　　広島県福山市幕山台二丁目
　　　　　　　　　　　35番26号
　　　代表者　　　　　代表取締役　西村　啓二
　　　資本金　　　　　　 10百万円
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【その他】

 

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

(投資信託受益証券)   

ＡＨＬファンド 299,732 2,636

Ｍａｎ―ＡＰファンド 5,004,110 1,557

計 ― 4,193

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　建物 4,385 1 339 4,047 2,764 87 1,283

　構築物 121 ― 65 55 49 0 5

　機械及び装置 113 ― 3 109 98 1 10

　車両及び運搬具 2 ― ― 2 2 ― 0

　工具・器具・備品 114 1 34 81 57 10 23

　土地 208 ― 56 151 ― ― 151

有形固定資産計 4,944 2 499 4,448 2,973 100 1,474

無形固定資産        

　ソフトウェア 173 33 ― 207 76 41 131

　電話加入権等 147 124 31 239 0 0 239

無形固定資産計 321 158 31 447 76 41 370

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) 　当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

当期増加額

ソフトウェア  生産システム 30百万円

電話加入権等  開発中の販売システム 124百万円

当期減少額

建物  福山センター跡地売却 337百万円

構築物  福山センター跡地売却 65百万円

機械及び装置  福山センター跡地売却 3百万円

工具・器具・備品  福山センター跡地売却 33百万円

土地  福山センター跡地売却 56百万円
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【引当金明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末(平成19年12月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①　現金及び預金

 

区分 金額(百万円)

現金 0

預金  

当座預金 475

普通預金 6,706

外貨普通預金 5

別段預金 3

計 7,191

合計 7,191

 

②　関係会社株式

 

 銘柄 金額(百万円)

子会社株式

ダントーキャピタル㈱ 11,092

ダントー㈱ 2,637

ダントープロダクツ㈱ 1,146

㈱カワオカタイル 183

合計 15,060

 

③　短期借入金

 

相手先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 5,000

㈱三井住友銀行 3,000

合計 8,000

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満の株式数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

　　取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

　株券喪失登録に伴う
　手数料

１．喪失登録
２．喪失登録株券

１件につき
１枚につき

10,000円
500円

 

単元未満株式の
買取り・買増し

 

　　取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告とします。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による
公告をすることができない場合は、産經新聞に掲載します。
公告掲載URL　http://www.danto-holdings.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができませ

ん。

　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　取得請求権付株式の取得を請求する権利

　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1)有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第179期)

自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

 平成19年３月30日
近畿財務局長に提出

      
(2)半期報告書 (第180期中)自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日
 平成19年９月26日
近畿財務局長に提出

      
(3)臨時報告書    平成19年８月29日

近畿財務局長に提出

 
証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号並びに
第19号(重要な資産の譲渡)の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成19年３月29日

ダントーホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　山　　康　　二　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　川　　佳　　男　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　堀　　　　　裕　　三　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているダントーホールディングス株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日ま

での連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保

証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びそ

の適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、ダントーホールディングス株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
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以　上

 
 

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年３月28日

ダントーホールディングス株式会社

取締役会　御中

清友監査法人

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　在　　本　　　　　茂　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　　本　　博　　三　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の
状況」に掲げられているダントーホールディングス株式会社の平成19年１月１日から平成19年
12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保

証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びそ

の適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、ダントーホールディングス株式会社及び連結子会社の平成19年12月31日現在の
財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社保有の土地を平成20年１月11日に譲渡している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
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以　上

 
 

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成19年３月29日

ダントーホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　山　　康　　二　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　川　　佳　　男　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　堀　　　　　裕　　三　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲
げられているダントーホールディングス株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日ま
での第179期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任
は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を
得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討
することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た
と判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、ダントーホールディングス株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日を
もって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

 

以　上
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※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年３月28日

ダントーホールディングス株式会社

取締役会　御中

清友監査法人

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　在　　本　　　　　茂　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　　本　　博　　三　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の

状況」に掲げられているダントーホールディングス株式会社の平成19年１月１日から平成19年

12月31日までの第180期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を

得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、ダントーホールディングス株式会社の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日を

もって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社保有の土地を平成20年１月11日に譲渡している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
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以　上

 
 

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。
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